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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況
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0801 事務 学事課総合調整等業務

北海道私立学校審議会関係事務、
私立学校等への調査統計事務及び
国費要望又は関係団体等への対外
的調整事務

学事課 0 0 3.0 0.0 3.0 23,430 現状維
持

引き続き、北海道私立学校審議会
関係事務や国費要望又は関係団体
等との対外的調整事務を継続して
いく必要があるため。

－ － － － － － ○ ①
令和３年第１回私立学校審議会を
オンラインで実施。今後は感染状況
等を踏まえ開催方法を検討する。

現状維
持

0802 一般
私立幼稚園等管理運営対策費補助
金（道単分）

私立幼稚園等の管理運営に要する
経費のうち、教職員給与等の一部を
助成

学事課 69,972 69,972 0.1 0.0 0.1 70,753 現状維
持

引き続き、私立幼稚園の管理運営
に要する経費等に対し助成を行い、
教育条件の維持・向上や経営の健
全化を図る。

－ － － － － － － － ○ 補助対象の拡大について、令和３年
５月に国へ要望を行った。

国庫補助対象となっているのは、２
名以上の心身障がい児が就園して
いる幼稚園であるため、引き続き補
助対象の拡大を国に対して要望す
ること。

現状維
持

補助対象の拡大について、引き続き
国へ要望していく。

0803 一般
私立幼稚園等管理運営対策費補助
金（交付税＋国庫補助）

私立幼稚園等の管理運営に要する
経費のうち、教職員給与等の一部を
助成

学事課 3,398,875 2,170,074 0.3 0.0 0.3 3,401,218
現状維

持

引き続き、私立幼稚園の管理運営
に要する経費等に対し助成を行い、
教育条件の維持・向上や経営の健
全化を図る。

－ － － － － － － － ○

私学関連経費は、国の施策動向な
どを踏まえながら、関連経費全体で
助成水準を検討し、適切な対応に
努めている。また、補助制度の拡充
や財源措置等について、令和３年５
月に国への要望を実施した。

私学関連経費は、少子化の進展や
毎年度の国の施策動向なども踏ま
えながら、引き続き助成水準を検討
するとともに、補助制度の拡充や財
源措置の拡充を国へ要望し、道費
負担の縮減を図ること。

現状維
持

私学関連経費は、国の施策動向な
どを踏まえながら、関連経費全体で
助成水準を検討し、適切な対応に
努めている。補助制度の拡充や財
源措置等について、引き続き国へ要
望していく。

0804 01052 一般
私立高等学校管理運営対策費補助
金（道単分）

私立高校の管理運営に要する経費
のうち、教職員給与等の一部を助成

学事課 95,003 95,003 0.1 0.0 0.1 95,784 現状維
持

引き続き、私立高等学校の管理運
営に要する経費等に対し助成を行
い、教育条件の維持・向上や経営の
健全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0805 01052 一般
私立高等学校管理運営対策費補助
金（交付税＋国庫補助）

私立高校の管理運営に要する経費
のうち、教職員給与等の一部を助成

学事課 10,887,207 9,143,213 0.3 0.0 0.3 10,889,550
現状維

持

引き続き、私立高等学校の管理運
営に要する経費等に対し助成を行
い、教育条件の維持・向上や経営の
健全化を図る。

－ － － － － － － － ○

私学関連経費は、国の施策動向な
どを踏まえながら、関連経費全体で
助成水準を検討し、適切な対応に
努めている。また、補助制度の拡充
や財源措置等について、令和３年５
月に国への要望を実施した。

私学関連経費は、少子化の進展や
毎年度の国の施策動向なども踏ま
えながら、引き続き助成水準を検討
するとともに、補助制度の拡充や財
源措置の拡充を国へ要望し、道費
負担の縮減を図ること。

現状維
持

私学関連経費は、国の施策動向な
どを踏まえながら、関連経費全体で
助成水準を検討し、適切な対応に
努めている。補助制度の拡充や財
源措置等について、引き続き国へ要
望していく。

0806 一般
私立高等学校管理運営対策費補助
金（過疎区域対策費）（道単分）

－ 私立高校の管理運営に要する経費
のうち、教職員給与等の一部を助成

学事課 301,475 301,475 0.1 0.0 0.1 302,256 現状維
持

引き続き、過疎区域に所在する私
立高等学校の管理運営に要する経
費等に対し助成を行い、教育条件
の維持・向上や経営の健全化を図
る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0807 一般
私立高等学校管理運営対策費補助
金（過疎区域対策費）（国庫補助）

－ 私立高校の管理運営に要する経費
のうち、教職員給与等の一部を助成

学事課 86,106 0 0.1 0.0 0.1 86,887 現状維
持

引き続き、過疎区域に所在する私
立高等学校の管理運営に要する経
費等に対し助成を行い、教育条件
の維持・向上や経営の健全化を図
る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0808 一般
私立高等学校管理運営対策費補助
金（狭域通信費）

－ 私立高校の管理運営に要する経費
のうち、教職員給与等の一部を助成

学事課 82,565 64,619 0.1 0.0 0.1 83,346 現状維
持

引き続き、狭域通信制私立高等学
校の管理運営に要する経費等に対
し助成を行い、教育条件の維持・向
上や経営の健全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0809 一般 私立中学校管理運営対策費補助金 －
私立中学校の管理運営に要する経
費のうち、教職員給与等の一部を助
成

学事課 1,068,708 911,175 0.1 0.0 0.1 1,069,489
現状維

持

引き続き、私立中学校の管理運営
に要する経費等に対し助成を行い、
教育条件の維持・向上や経営の健
全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0810 一般 私立小学校管理運営対策費補助金 －
私立小学校の管理運営に要する経
費のうち、教職員給与等の一部を助
成

学事課 48,356 41,420 0.1 0.0 0.1 49,137 現状維
持

引き続き、私立小学校の管理運営
に要する経費等に対し助成を行い、
教育条件の維持・向上や経営の健
全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0811 一般
私立専修学校等管理運営対策費補
助金

－
私立専修学校等の管理運営に要す
る経費のうち、教職員給与等の一部
を助成

学事課 585,182 585,182 0.3 0.0 0.3 587,525 現状維
持

引き続き、私立専修学校等の管理
運営に要する経費等に対し助成を
行い、教育条件の維持・向上や経営
の健全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0812 一般
私立学校特別支援教育対策費補助
金

－
私立特別支援学校の管理運営に要
する経費のうち、教職員給与等の一
部を助成

学事課 158,250 158,250 0.1 0.0 0.1 159,031 現状維
持

引き続き、私立特別支援教育学校
の管理運営に要する経費等に対し
助成を行い、教育条件の維持・向上
や経営の健全化を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0813 一般
私立学校施設耐震診断事業費補助
金

－ 私立学校等の耐震診断に要する経
費の一部を助成

学事課 3,000 1,500 0.1 0.0 0.1 3,781 現状維
持

私立学校施設の耐震化を促進する
ため、引き続き学校法人等が行う耐
震診断に要する経費に対し助成を
行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0814 一般
私立学校施設耐震化支援事業費補
助金

－ 私立学校等の耐震補強工事に要す
る経費の一部を助成

学事課 7,500 7,500 0.1 0.0 0.1 8,281 現状維
持

私立学校施設の耐震化を促進する
ため、引き続き学校法人等が行う耐
震化に要する経費に対し助成を行
う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0815 一般
日本私立学校振興・共済事業団補
助金

－ 団体が行う年金給付事業に対する
助成

学事課 166,456 166,456 0.1 0.0 0.1 167,237 現状維
持

引き続き、日本私立学校振興・共済
事業団が行う厚生年金給付事業に
対し助成を行い、加入者である私立
学校教員等の福利厚生の向上と負
担軽減を図る。

－ － － － － － － － 現状維
持

0816 一般 新設大学整備費補助金
地域が主体となった大学の開設に
要する経費に対し助成

学事課 118,088 118,088 0.1 0.0 0.1 118,869 現状維
持

引き続き、公立はこだて未来大学及
び名より市立大学の開設経費に係
る償還補助を行う。

現状維
持

1 一般
新設大学整備費補助金
（公立はこだて未来大学）

－ 105,767 105,767 － － － － － － － －

2 一般
新設大学整備費補助金
（名寄市立大学）

－ 12,321 12,321 － － － － － － － －

0817 一般
私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（幼稚園協会）

－ 団体が行う退職手当給付事業に対
する助成

学事課 411,651 411,651 0.1 0.0 0.1 412,432 現状維
持

引き続き、教職員退職金の安定的
な確保を図るため、北海道私立幼
稚園協会に対し助成を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0818 一般
私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（退職金社団）

－ 団体が行う退職手当給付事業に対
する助成

学事課 235,666 235,666 0.1 0.0 0.1 236,447 現状維
持

引き続き、教職員退職金の安定的
な確保を図るため、私立学校退職
金社団に対し助成を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0819 一般
私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（専各連）

－ 団体が行う退職手当給付事業に対
する助成

学事課 28,889 28,889 0.1 0.0 0.1 29,670 現状維
持

引き続き、教職員退職金の安定的
な確保を図るため、私立専修学校
各種学校連合会に対し助成を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0820 一般 私立高等学校経営安定資金貸付金 －
（公社）北海道私学振興基金協会が
行う私立高校への経営資金貸付事
業に対する原資の無利子貸付

学事課 26,015 26,015 0.1 0.0 0.1 26,796
現状維

持

引き続き、北海道私学振興基金協
会が実施する経営資金貸付事業に
必要な資金借入に対する利子補給
及び損失補償を行うことで、学校法
人の経営の安定化や教育条件の向
上を図る。

－ － － － － － － －
現状維

持

0821 一般 北海道私学振興基金協会貸付金 －
(公社)北海道私学振興基金協会が
行う施設整備事業に対する原資の
一部貸付

学事課 1,520 1,520 0.1 0.0 0.1 2,301
現状維

持

引き続き、北海道私学振興基金協
会が実施する施設整備事業に必要
な資金借入に対する利子補給及び
損失補償を行うことで、学校法人の
経営の安定化や教育条件の向上を
図る。

－ － － － － － － －
現状維

持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他
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【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し
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ACTION 結果への対応（令和４年度）
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
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方向性

事務事業名 見直し
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事務事業概要 課・局
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（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見
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づけ
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0822 一般 私立高等学校等授業料軽減補助金

道内私立高校を運営する学校法人
及び専修学校高等課程を設置する
学校法人が、経済的理由により、修
学困難な生徒に対し授業料の軽減
を行った場合、当該学校法人に対し
助成。また、国の新たな実証事業を
活用した児童生徒に対する授業料
負担軽減のための助成等

学事課 304,367 272,871 0.6 0.0 0.6 309,053
現状維

持

引き続き、経済的理由により就学困
難な生徒の教育機会確保や保護者
負担軽減のため、補助を行う。
※実証事業は令和３年度で終了だ
が、令和４年度より新たな事業とし
ての実施を令和４年度当初予算で
検討。

学校間の公平性の観点のほか、国
における制度拡充の趣旨や、保護
者負担と道費負担を最大限軽減す
る観点を踏まえ、速やかに納付金か
ら授業料へ振り替えを図ること。ま
た、振替を実施しない学校に対して
は、令和４年度予算編成までに振り
替えの実施について調整を図るこ
と。
なお、道内授業料平均額が国の補
助上限額を上回っていることから、
都道府県ごとの授業料平均額が適
切に支援金の補助上限額に反映さ
れるよう国に働きかけること。

現状維
持

各学校を訪問し、改めて制度の趣
旨等について改めて説明を行い、各
学校から授業料の振替等の方針が
示された。
また、授業料実態を踏まえた就学支
援金上限額の引き上げについて、
引き続き国へ要望していく。

1 一般 私立高等学校等授業料軽減補助金 － 292,086 272,871 － － － － － － － － ○

多くの学校で納付金から授業料へ
の振り替えが行われ、保護者及び
道費負担の軽減が図られた。振り替
え未実施の学校に対しては、制度
の趣旨等について改めて丁寧に説
明を行うとともに、振り替えを実施す
るよう働きかけを行う。
また、道内授業料平均額が国の補
助上限を上回っていることから、支
援金の補助上限額の見直しについ
て、令和３年５月に国に対して要望
を行った。

2 一般
私立小中学校等に通う児童生徒へ
の経済的支援に関する実証事業費
（授業料軽減）

－ 12,200 0 － － － － － － － －

3 一般
私立小中学校等に通う児童生徒へ
の経済的支援に関する実証事業費
（実態把握調査）

－ 81 0 － － － － － － － －

0823 事務
私立高等学校等生徒奨学事業費
（貸付金）

－

道内の高校等に在学する生徒のう
ち、経済的理由により修学困難な
者、また、道内私立高校の生徒のう
ち、同様の理由により入学が困難な
者に対する、学資金及び入学金の
貸付

学事課 0 0 0.1 0.0 0.1 781
現状維

持

引き続き、経済的理由により修学困
難な者への資金の貸し付けのため
に、北海道高等学校奨学会が借り
入れを受ける金融機関に対し損失
補償を行う。

－ － － － － － － －
現状維

持

0824 一般
私立高等学校等生徒奨学事業費
（補助金）

(財)北海道高等学校奨学会が行う
奨学金事業に対する助成

学事課 150,903 150,903 0.1 0.0 0.1 151,684 現状維
持

引き続き、北海道高等学校奨学会
の事務局費等に対し補助を行い、
奨学金貸付事業の円滑な推進を図
る。

現状維
持

1 一般
私立高等学校等生徒奨学事業費
（補助金・事務費分）

－ 148,168 148,168 － － － － － － － －

2 一般
私立高等学校等生徒奨学事業費
（補助金・免除費分）

－ 2,735 2,735 － － － － － － － －

0825 事務
国庫補助事業等に関する事務（小・
中・高校・専修・各種）

－ 私立学校（小中高専各）の施設整備
等に係る補助申請、交付事務

学事課 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、国庫補助事業等に関す
る事務を継続していく必要があるた
め。

－ － － － － － － － 現状維
持

0826 一般 私立高等学校等就学支援事業費
私立高校生等（専各含む）に対し教
育費負担の軽減として助成

学事課 13,781,085 1,532,108 2.2 0.0 2.2 13,798,267
現状維

持

引き続き、高等学校等就学支援金
等により、高校教育等に係る経済負
担の軽減を図る。

現状維
持

1 一般 私立高等学校等就学支援金 － 10,873,968 0 － － － － － － － －

2 一般
私立高等学校等就学支援事業費
（専攻科等への支援）

－ 1,453 727 － － － － － － － －

3 一般
私立高等学校等就学支援事業費
（学び直しへの支援）

－ 45,103 0 － － － － － － － －

4 一般 私立高等学校等就学支援金事務費 － 45,653 0 － － － － － － － －

5 一般 奨学のための給付金 － 743,102 495,402 － － － － － － － －

6 一般 奨学のための給付金（事務費） ⑧ 151 151 － ④ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

－ ⑥ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

○ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

7 義務費 私立専門学校就学支援事業費 － 2,071,655 1,035,828 － － － － － － － －

0827 一般
私立学校被災生徒等就学支援事業
費

－

東日本大震災で被災した生徒等に
対し、授業料減免を行った道内私立
学校を運営する学校設置者への助
成等

学事課 478 0 0.1 0.0 0.1 1,259 現状維
持

引き続き、東日本大震災（原子力災
害地域）により就学が困難な幼児児
童生徒の就学機会を確保するた
め、助成を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0829 事務
学校法人等及び私立学校の認可、
届出及び証明等に関する事務

⑧

私立学校法及び学校教育法に基づ
く各種認可・届出及びその他法令に
基づく証明等に係る事務（公私間定
員調整事務含む）

学事課 0 0 2.5 1.5 4.0 31,240 現状維
持

引き続き、学校法人等及び私立学
校の認可、届出及び証明等に関す
る事務を継続する必要があるため。

－ － － － ⑥ ① 押印等の廃止により、電子データに
よる申請・届出を可能とした。

－ － 現状維
持

0830 事務 学校法人等への指導に関する事務 －

法令に基づく各種指導・助言、指導
検査の実施、事故対応や苦情等及
び経営状況の把握、それに係る指
導などの事務

学事課 0 0 3.0 0.0 3.0 23,430 現状維
持

引き続き、学校法人等への指導に
関する事務を継続する必要がある
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0831 一般 学事宗務諸費

課内の庶務に関する事務全般、私
立幼稚園施設整備補助金等に関す
る申請等事務及び宗教法人に関す
る事務並びに高等教育の無償化の
円滑な導入を図るための準備事務

学事課 514,355 5,618 5.0 4.2 9.2 586,207 現状維
持

引き続き、事務及び補助事業を継
続する必要があるため。

現状維
持

1 一般 宗教法人関連経費 ⑧ 168 168 － ④ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

－ ⑥ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

－ －

2 一般 国庫補助事業関連経費 ⑧ 1,425 642 － － － － ⑥ ①
既に申請等は電子化されており、こ
れ以上の見直しは不可。

○ ①
既に申請等は電子化されており、こ
れ以上の見直しは不可。

3 一般 幼稚園等耐震化促進事業 － 92,643 0 － － － － － － － －

4 一般 子育て支援対策事業 － 415,311 0 － － － － － － － －
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

5 一般 職業実践専門課程研修補助金 － 2,000 2,000 － － － － － － － －

6 一般 高等教育の無償化に係る事務費 ⑧ 2,808 2,808 － － － － ⑥ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

○ ①
可能な限り見直しを行っており、こ
れ以上は見直し不可。

0832 一般
総務管理諸費(表彰(教育関係功
労))

－ 社会貢献賞等に関する表彰事務全
般

学事課 195 195 0.3 0.0 0.3 2,538 現状維
持

引き続き、教育関係功労者に対す
る表彰を継続していく必要があるた
め。

－ － － － － － － － 現状維
持

0 32,531,867 16,499,363 20.0 5.7 25.7 ■令和４年度　新規事業

私立小中学校等経済的支援事業

計
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